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   日光市総合教育会議設置要綱 

 （設置） 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）

第１条の４第１項の規定に基づき、当市の教育の振興に資するため、日光市総合

教育会議（以下「総合教育会議」という。）を設置する。 

 （所掌事項） 

第２条 総合教育会議は、次に掲げる事項の協議及びこれらに関する次条に規定す

る構成員の事務の調整を行う。 

 (１) 当市の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱の策定に関

すること。 

 (２) 本市の教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、

学術及び文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策に関すること。 

 (３) 児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生じる

おそれがあると見込まれる場合等の緊急の場合に講ずべき措置に関すること。 

 （構成員） 

第３条 総合教育会議は、市長及び日光市教育委員会（以下「教育委員会」という。） 

をもって構成する。 

 （招集） 

第４条 総合教育会議は、市長が招集する。 

２ 教育委員会は、その権限に属する事務について協議する必要があると思料する

ときは、市長に対し、協議すべき具体的事項を示して、総合教育会議の招集を求

めることができる。 

 （意見聴取） 

第５条 総合教育会議は、第２条の協議を行うに当たって必要があると認めるとき

は、関係者又は学識経験を有する者から、当該協議すべき事項に関して意見を聴

くことができる。 

 （会議の公開） 

第６条 総合教育会議は、公開するものとする。ただし、個人の秘密を保つため必

要があると認めるとき、又は総合教育会議の公正が害されるおそれがあると認め

るときその他公益上必要があると認めるときは、この限りでない。 

 （議事録） 

【参考１】 
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第７条 市長は、総合教育会議の終了後、遅滞なく、その議事録を作成し、これを

公表するよう努めるものとする。ただし、前条ただし書の規定により、総合教育

会議を公開しなかった場合においては、公表しないものとする。 

 （調整結果の尊重） 

第８条 市長及び教育委員会は、総合教育会議において事務の調整が行われた事項

については、その調整の結果を尊重しなければならない。  

 （事務局） 

第９条 総合教育会議の事務局は、総合政策部総合政策課に置く。 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、総合教育会議の運営に関し必要な事項は、

総合教育会議が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年５月２０日から施行する。 
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   日光市総合教育会議運営要領 

 （目的） 

第１条 この要領は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号。以下「法」という。）第１条の４第１項の規定に基づき設置する日光市総合教育会議（以

下「総合教育会議」という。）の円滑な運営に関し、法第１条の４第９項の規定により必要

な事項を定めるものとする。 

 （開催時期） 

第２条 総合教育会議は、原則として毎年６月及び１１月を目途として開催するものとする。 

２ 市長は、前項のほか必要に応じて総合教育会議を開催することができる。 

 （招集） 

第３条 市長は、総合教育会議を招集しようとするときは、議事日程を作成し、開催日７日

前までに日光市教育委員会（以下「教育委員会」という。）に通知しなければならない。た

だし、緊急を要する場合又はこれによらない特段の事情がある場合においては、この限り

でない。 

２ 教育委員会は、前項の規定により通知を受けたときは、招集の当日指定の時間までに指

定の場所に参集しなければならない。この場合において、招集に応じることができないと

きは、その理由を付して総合教育会議の開会前までに市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、法第１条の４第４項の規定により、教育委員会から招集の請求があったときは、

速やかに総合教育会議を招集するものとする。 

 （会議） 

第４条 総合教育会議の会議（以下「会議」という。）は、法第１条の４第２項の規定による

構成員（以下「構成員」という。）のうち、市長及び教育長のほか２名の出席で成立するも

のとする。ただし、緊急を要する場合においては、市長及び教育長の出席で成立するもの

とする。 

２ 前項ただし書の規定により、市長及び教育長の出席により会議を実施したときは、当該

会議内容を速やかに他の構成員に知らせなければならない。 

３ 法第１条の４第６項ただし書の規定に該当すると認められる場合において会議を公開し

ないときは、市長又は構成員の発議により、出席者の３分の２以上の承諾が得られた場合

は公開しない。 

４ 会議は、市長が議事を進行するものとする。 

 （議事録） 

【参考２】 
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第５条 法第１条の４第７項の規定により作成する議事録には、次の事項を記載しなければ

ならない。 

 (１) 開催日時及び場所 

 (２) 出席者の職及び氏名 

 (３) 議題及び議事の要旨 

 (４) その他市長が会議に諮って必要と認めた事項 

２ 議事録には、会議で決定した構成員２名が署名しなければならない。 

３ 法第１条の４第６項ただし書による場合であって、前条第３項ただし書の規定により公

開しない決定がされた会議の議事録は、公表しないものとする。ただし、一定の期間を経

過後に公表することができると認められる内容の議事録である場合においては、総合教育

会議において公表しない期間を定め、期間の到来を待って公表することができる。 

４ 総合教育会議は、前項ただし書の規定による公表しない期間について延長をする必要が

あると認めたときは、これを延長することができる。 

 （関係者等の出席） 

第６条 総合教育会議は、会議の議事に必要と認めたときは、関係者、学識経験者又は職員

を出席させることができる。 

 （周知・公表） 

第７条 総合教育会議の開催については、第３条第１項の規定による教育委員会への招集の

通知にあわせて日光市公式ホームページにおいてその内容を周知するものとする。 

２ 議事録の公表は、第５条第３項の規定により公表しないとされたものを除き、市長が議

事録を調整後速やかに日光市公式ホームページに掲載することによって公表するものとす

る。 

 （事務局） 

第８条 総合教育会議の運営に関する事務は、総合政策部総合政策課において処理する。 

 （その他） 

第９条 この規定に定めるもののほか、総合教育会議の運営に関し必要な事項は、総合教育

会議の協議により別に定める。 

   附 則 

この要領は、平成２７年５月２９日から適用する。ただし、第３条の規定は、この要領の

適用前において招集する会議の招集から適用する。 

附 則 
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この要領は、平成２８年６月２８日から適用する。 

 附 則 

この要領は、平成２９年６月２６日から適用する。 
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   日光市総合教育会議傍聴基準 

 （趣旨） 

第１条 この基準は、日光市総合教育会議（以下「総合教育会議」という。）の傍聴に関

して必要な事項を定めるものとする。 

 （傍聴の受付） 

第２条 総合教育会議の会議（以下「会議」という。）を傍聴しようとする者は、会議当

日受付で会議傍聴受付簿に必要事項を記載するものとする。 

２ 傍聴の受付は、会議開始１０分前までに行うものとする。ただし、会議開始１０分

前に、傍聴しようとする者が次条に定める定員に満たない場合は、この限りでない。 

３ 傍聴することができる者は、先着順とし、傍聴の受付が次条に定める定員になりし

だい当該受付を終了する。 

 （傍聴人の定員） 

第３条 傍聴人の定員は、１０人とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、総合教育会議は、会議の開催場所の規模等を勘案して傍

聴人の定員を定めることができる。 

 （傍聴席以外の構成員席等への入場禁止） 

第４条 傍聴人は、いかなる理由があっても傍聴席以外の構成員席等へ入ることができ

ない。 

 （傍聴することができない者） 

第５条 次のいずれかに該当する者は、傍聴することができない。 

 (１) 銃器、棒、その他人に危害を加え、又は迷惑を及ぼすおそれのある物を携帯し

ている者 

 (２) 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼり、垂れ幕、かさの類を携帯し

ている者 

 (３) はち巻、腕章（報道関係者が着用する腕章は除く。）、たすき、ゼッケン、ヘル

メットの類を着用し、又は携帯している者 

 (４) ラジオ、拡声器、無線機、マイク、録音機、写真機、映写機の類を携帯してい

る者（事前に市長の許可を得たものを除く。） 

 (５) 笛、ラッパ、太鼓その他の楽器を携帯している者 

 (６) 酒気を帯びている又は酒気を帯びていると認められる者 

 (７) 異様な服装をしている者 

【参考３】 
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 (８) その他会議を妨害することを疑うに足りる顕著な事情が認められる者 

２ 総合教育会議は、必要と認めたときは、傍聴人に対し、前項第１号から第５号まで

に規定する物品を携帯しているか否かを係員に質問させることができる。 

３ 総合教育会議は、前項の質問を受けた者がこれに応じないときは、その者の入場を

禁止することができる。 

４ 児童及び乳幼児は、傍聴席に入ることができない。ただし、総合教育会議の許可を

得た場合は、この限りでない。 

 （傍聴人の順守事項） 

第６条 傍聴人は、傍聴に当たり、静粛を旨とし、次の事項を順守しなければならない。 

 (１) 拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。 

 (２) 騒ぎ立てる等会議を妨害しないこと。 

 (３) 飲食又は喫煙をしないこと。 

 (４) 写真撮影、録画、録音をしないこと。ただし、あらかじめ総合教育会議の許可

を受けた場合は、この限りでない。 

 (５) 携帯電話等の無線機器を使用しないこと。 

 (６) その他会場の秩序を乱し、会議の支障となる行為をしないこと。 

 （係員の指示） 

第７条 傍聴人は、すべて係員の指示に従わなければならない。 

 （傍聴人の退場） 

第８条 傍聴人がこの基準に違反するときは、総合教育会議は、係員をして、これを制

止し、その命令に従わないときは、これを退場させることができる。 

２ 傍聴人は、日光市総合教育会議運営要領第４条第３項の規定により、総合教育会議

を非公開とする場合は、速やかに退場しなければならない。 

 （報道関係者の取扱い） 

第９条 報道関係者は、第２条及び第３条の規定に係らず、公開の会議を傍聴すること

ができる。ただし、所属のわかる腕章を着用するものとする。 

２ 第４条から第８条までの規定は、報道関係者が公開の会議を傍聴する場合に準用す

る。この場合において、「傍聴人」とあるのは「報道関係者」と、「傍聴席」とあるの

は「報道関係者席」と読み替えるものとする。 

   附 則 

 この基準は、平成２７年５月２９日から適用する。 
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平成３０年度第２回日光市総合教育会議出席者（説明員ほか） 

部局 課名 役職名 氏名 備考 

総合政策部  部長 安 西 義 治  

行政経営部  部長 近 藤  好   

〃 財政課 課長 久 保 吉 幸  

〃 〃 係長 斎 藤 良 介  

〃 管財課 課長 神 保 卓 也  

〃 
管財課公共施設マ

ネジメント推進室 
室長 星  広 仁  

〃 〃 副主幹 斎 藤 朋 子  

教育委員会  次長 川 田 盛 雄  

〃 教育総務課 課長 鶴 見 英 明  

〃 〃 課長補佐 河 合 千鶴子  

〃 学校教育課 課長 伊 東  剛   

〃 〃 副参事 岡 本 一 穂  

 生涯学習課 課長 川 村 多喜男  

 文化財課 課長 斎 藤 信 義  

 スポーツ振興課 課長 村 上 修 一  

〃 中央公民館 館長 沼 尾 洋 克  

 日光公民館 館長 舘  広 志  

 藤原公民館 館長 山 口 秀 明  

 足尾公民館 館長 吉 澤 幸 雄  

 栗山公民館 館長 山 越  收  

事務局 総合政策課 課長 鈴 木 和 仁  

〃 〃 課長補佐 高 村 光 康  

〃 〃 副主幹 和 田 直 樹  

〃 〃 主任 中 澤 美 咲  

 



基本目標１

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

〇少年指導委員街頭指導事業（生涯学習課・各地区公民館）

〇少年指導委員特別指導事業（生涯学習課・各地区公民館）

平成３１年度教育関連事業の概要について (案）

生涯にわたり主体的に学ぶ、次代を創る心豊かな人づくり・地域づくり

市民一人ひとりが、生涯にわたり多様な学習機会を享受できる体制・環境や、ふるさと日光の歴
史・文化・環境等を学び、愛着を持つ学習機会を整えるとともに、学習成果を適切に生かすこと
のできる社会の実現を図ります。そして、生涯学習活動を通じたひとづくりや地域づくりを進め
ます。
また、特に、青少年においては、次世代を担う大切な存在であることから、心身ともに健やかに
成長し、社会的に自立した個人として成長できるよう支援するとともに、青少年の健全育成に向
けた環境づくりに努めます。

主要事業 実施予定事業

①推進体制の充実 〇生涯学習・公民館等連絡会の開催（生涯学習課）

⑤地域づくり・まちづくり
に取り組む人材育成

〇日光学・わがまちきらり発見隊開催事業（生涯学習課・各地区公
民館）

〇地域コーディネーター養成事業（生涯学習課）

⑥青少年育成団体の支援・
指導者等の養成

〇子ども会・ＰＴＡ等の活動支援事業（生涯学習課・各地区公民
館）

⑦青少年活動の推進
〇青少年北海道体験研修事業（生涯学習課）

〇青少年リーダー養成・活動体験事業（生学・日公・藤公）

②生涯各期における生涯学
習の充実

〇生涯学習情報紙発行事業（生涯学習課）

③地域ぐるみで子どもを育
てる体制整備の支援

〇学校支援ボランティア活動推進事業（生涯学習課）

④市民主体の学習機会、学
習成果の活用機会の提供

〇日光学まつり・生涯学習フェスタ開催事業（生涯学習課・各地区
公民館）

〇ふるさと学習・体験事業（生涯学習課）

⑧青少年を取り巻く環境の
健全化

資料 １
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基本目標２

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

〇盲導犬体験教室事業（生涯学習課）

〇人権教育推進教員研修会開催事業(学校教育課)

〇人権教育指導者研修会開催事業（生涯学習課）

〇人権尊重啓発標語・ポスター募集事業（生涯学習課）

〇人権講演会開催事業（生涯学習課）

〇赤間々会館維持管理事業（生涯学習課）

②人権教育指導者の育成

③人権啓発の推進

一人ひとりの人権が尊重される明るく住みよい社会の実現

「一人ひとりが個人として尊重される社会」、「機会の平等が保障され、一人ひとりの個性や能
力が発揮できる社会」、「一人ひとりの多様性を認め、ともに生きる社会」の実現を目指し、人
権施策を総合的に推進します。

主要事業 実施予定事業

①学校における人権教育の
推進
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基本目標３ 「生きる力」を育み、互いに協力して未来を切り拓く児童生徒の育成

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

○授業改善プラン事業（学校教育課）

○小中一貫教育推進事業（学校教育課）

○地域人材活用事業（学校教育課）

○奨学金償還免除制度事業（教育総務課）

○小中学校の適正配置事業（教育総務課）

〇適応指導教室事業（学校教育課）

〇特別支援教育推進事業（学校教育課）

〇小学校校舎等維持管理事業（教育総務課）

〇中学校校舎等維持管理事業（教育総務課）

教育環境の充実に努めながら、小中連携・一貫教育の推進を中核として、家庭・地域・関係機関
とのつながりを強め、質の高い教育の実現を目指します。

主要事業 実施予定事業

①確かな学力の育成

⑤学校施設の整備

○教育用ＩＣＴ機器導入事業（学校教育課）

〇小中学校普通教室等エアコン整備事業（教育総務課）

⑥学校給食調理施設と調理
体制の充実

○学校栄養職員の配置事業（学校教育課）

○学校給食調理室の整備事業（学校教育課・教育総務課）　

○学校給食調理業務の民間委託事業（学校教育課）

②児童生徒指導上の問題に
対応した教育の推進

③登下校時の安全安心の確
保

○地域ぐるみの安全体制整備推進事業（学校教育課）

○通学費補助金交付事業（学校教育課）

○スクールバス運行業務の民間委託事業（学校教育課）

④特別支援教育の充実
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基本目標４

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

〇親力アップ子育てセミナー開催事業（生涯学習課）

〇就学児童保護者講演会講師派遣事業（生涯学習課）

〇思春期子育てアドバイス講演会講師派遣事業（生涯学習課）

〇家庭教育指導者スキルアップ講座開催事業（生涯学習課）

〇家庭教育リーフレット配布事業（生涯学習課）

〇子育てあるある川柳募集事業（生涯学習課）

②人材の育成

③人材の活用 〇家庭教育指導者活用事業（生学・日公・藤公・足公・栗公）

④情報提供や啓発活動の充
実

保護者が安心して子育てができ、子どもたちが健やかに成長できる家庭教育力の向上

全ての教育の出発点である家庭教育を、個々の家庭の努力のみに委ねることなく、その担い手で
ある保護者の学びを支援することで家庭の教育力の向上を目指します。

主要事業 実施予定事業

①学習機会の充実
 〇家庭教育学級開催事業（生学・日公・藤公・足公・栗公）
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基本目標５ 市民一人ひとりの自己実現のための社会教育の充実

　　

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

〇日光学・わがまちきらり発見隊開催事業（生学・各地区公民館）

○ひかりの郷にっこう出前講座事業（中央公民館）

〇公民館教室・講座実施事業（中央公民館他１２館）

〇図書館情報システム事業（生涯学習課）

〇学校移動博物館・館内社会科見学事業（文化財課）

○企画展開催事業（文化財課）

○「杉並木コーナー」展示充実事業（文化財課）

○郷土資料調査・保存事業（文化財課）

〇豊岡公民館整備事業（中央公民館）

○小来川公民館整備事業（日光公民館）

○三依公民館整備事業（藤原公民館）

魅力と活力にあふれたまちづくりを担える人材の育成と市民活動を支援するため、社会教育施設
における学習の充実を図るとともに、計画的な施設整備に努めます。

主要事業 実施予定事業

⑤読書活動の推進
○図書館指定管理事業〔ブックスタート事業を含む〕（生涯学習課）

〇読書活動推進計画関連事業（生涯学習課）

⑥日光市歴史民俗資料館・
二宮尊徳記念館における教
育の推進

⑦公民館

⑧日光市歴史民俗資料館・
二宮尊徳記念館

〇日光市歴史民俗資料館・二宮尊徳記念館管理運営事業（文化財
課）

①学習活動の支援

②公民館活動の充実

③社会教育関係団体の育成
○子ども会・ＰＴＡの活動支援事業（生学・今公・落公・豊公・大
公・小公・日公・藤公・足公・栗公）

④図書館機能の充実

〇図書館運営事業（生涯学習課）

○図書館指定管理事業（生涯学習課）

　〔地域の図書館整備事業、移動図書館事業、

　　イベント開催事業、子育て・家庭支援事業を含む〕
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基本目標６ 各種文化財の保存活用と地域に根ざした文化活動の促進

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

①文化財調査などの促進

〇市指定等文化財補助事業（文化財課）

〇市指定文化財データベース公開事業（文化財課）

〇気象データ採取及び観測機器等保守管理事業（文化財課）

〇「史跡　日光山内」保存活用協議会開催事業（文化財課）

〇「史跡　日光山内」総合的学術調査実施事業（文化財課）

〇世界遺産サミット開催事業（文化財課）

〇文化財指定事業（文化財課）

〇啓発事業（文化財課）

〇構成資産等調査整備事業（文化財課）

〇調査事業（文化財課）

〇検討委員会開催事業（文化財課）

〇日光フォトコンテスト開催事業（生涯学習課）

〇市民文化祭開催事業（生涯学習課）

〇文化協会活動支援事業（生涯学習課）

〇民俗芸能保存団体活動支援事業（生涯学習課）

〇日光美術館活用事業（生涯学習課）

〇美術作品等収集事業（生涯学習課）

〇美術作品等保存修復事業（生涯学習課）

③文化財の保護思想の普及

④世界遺産の保護対策

⑤足尾銅山の世界遺産登録
推進事業

⑥伝承者や後継者の育成・
支援

〇日本の伝統芸術鑑賞教室開催事業（生涯学習課）

⑦文化団体の育成・支援

市内に多数存在する文化財の保存と活用を推進するとともに、文化財保護体制をさらに充実さ
せ、併せて保護思想の普及・啓発を図ります。
また、地域に根ざした文化の伝承や、新たな文化を創造するための機会を充実するとともに活発
な文化芸術活動を推進することで、だれもが身近に文化に親しみ、豊かな心と潤いのある生活を
実現した、文化の薫るまちを目指します。

主要事業 実施予定事業

〇名勝おくのほそ道の風景地保存管理計画策定事業（文化財課）

②文化財保護・活用 〇市指定文化財説明板改修事業（文化財課）

〇文化財くん蒸事業（文化財課）

⑧文化施設での魅力あるイ
ベントや展示の開催・充実

〇ふくろうの森手塚登久夫石彫館運営事業（生涯学習課）

⑨公共文化施設の適正な整
備

〇今市・日光・藤原文化会館改修事業（中央公民館）
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基本目標７ スポーツを通じて育む豊かなくらし

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

〇体育協会等各種団体育成支援事業（スポーツ振興課）

①ライフステージに応じた
スポーツ活動の推進

〇総合型地域スポーツクラブ育成事業（スポーツ振興課）

〇ニュースポーツ開催事業（スポーツ振興課）

〇競技別市民スポーツ大会開催事業（スポーツ振興課）

〇学校体育施設開放事業（スポーツ振興課・各地区公民館）

②スポーツ情報の提供
○公共施設予約・案内システム運用事業（スポーツ振興課・各地区
公民館）

広く多くの市民が生涯にわたりスポーツを通じて、心身の健康の保持増進や豊かな人間関係と地
域コミュニティの形成を推進できるよう、多様なニーズやライフステージに応じたスポーツ活動
の機会を確保・提供するため、スポーツ環境の整備に努めます。

主要事業 実施予定事業

⑤スポーツ施設の整備
〇社会体育施設運営事業（スポーツ振興課・各地区公民館）

〇社会体育施設整備事業（スポーツ振興課・各地区公民館）

③競技スポーツの推進

〇日光杉並木マラソン大会開催事業（スポーツ振興課）

〇日光杯全日本女子中学・高校生アイスホッケー大会開催事業（ス
ポーツ振興課）

○競技スポーツ支援事業（スポーツ振興課）

④特色あるスポーツの推進
〇ホッケー普及事業（スポーツ振興課）

〇スケート普及事業（スポーツ振興課・日光公民館）
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平成 30（2018）年 11 月 19 日  

教育総務課 

小中学校の適正配置の進捗状況について 

 

 

 

 

 

 

 

１ 概要 

 （１）足尾中学校区 

   ○統合方法 足尾小学校及び足尾中学校の併設 

   ○統合時期 平成 34 年（2022）４月１日 

   ○統 合 先 足尾小学校（足尾町赤沢６番２号） 

  ○特記事項  

・足尾小学校が完全複式学級となり、校舎の大規模改修が不要となる時期

を考慮し、統合時期を設定 

・運動会等の行事においては、引き続き足尾中学校の校庭も使用 

・足尾中学校の跡地利用は、今後、管財課公共施設マネジメント推進室と 

連携を図りながら検討 

 

（２）東中学校区 

   ○統合方法 野口小学校・所野小学校及び日光小学校の統合 

   ○統合時期 平成 32 年（2020）４月１日 

   ○統 合 先 日光小学校（萩垣面 2390 番地２） 

  ○特記事項 

・野口小学校及び所野小学校から日光小学校へ新たにスクールバスを運行 

・放課後児童クラブは、現在の場所で運営を継続 

 （利用希望者の減少により、放課後児童クラブの統合もあり） 

・野口小学校及び所野小学校の跡地利用は、今後、管財課公共施設マネジ 

メント推進室と連携を図りながら検討 

    ・現在、３校校長及び市教委で統合準備会議を開催、統合に向け調整中 

 

２ 今後の予定 

   今後、以下の中学校区において、適正配置の検討を進める予定（市教委案） 

学区 適正配置案 検討開始時期(目安) 

日光中学校区 
清滝小・安良沢小の統合、日光中との

併設 
平成 30 年度～ 

豊岡中学校区 
第１案 大桑小・轟小・小百小の統合 

第２案 上記＋豊岡中との併設 
平成 31 年度～ 

小林中学校区 小林小・小林中の併設 平成 32 年度～ 

 

■平成 28 年６月に「日光市立小中学校の適正配置に向けた基本的な考え方」を

策定し、現在、適正配置を進めている。 

■これまで、足尾中学校区及び東中学校区において、適正配置検討会を開催し、 

検討を進めてきたが、両校区とも平成 30 年６月に合意形成が図られた。 

■上記２校の適正配置について、平成 30 年第７回日光市教育委員会会議（平成

30 年７月 19 日開催）に諮り、議決された。 

資料２ 



日光市長期財政の収支見通しについて（平成３０年度～平成４２年度）【概要版】（その１）
資料 ３

【歳入】 （単位：百万円）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

市                   税 13,334 13,534 13,473 13,438 13,391 13,323 13,286 13,192 13,115 13,019 12,912 12,816 12,730 12,630 12,530

地方譲与税及び交付金 2,217 2,333 2,404 2,559 2,671 2,636 2,604 2,571 2,539 2,506 2,477 2,445 2,415 2,385 2,356

地  方  交  付  税 9,920 9,683 9,312 9,554 9,669 9,756 9,745 9,751 9,575 9,420 9,324 9,235 9,107 8,901 8,760

国 ・ 県 支 出 金 7,766 7,356 7,513 7,001 7,265 7,121 7,010 6,999 6,988 6,953 6,850 6,830 6,810 6,790 6,770

繰       入       金 698 703 1,096 826 867 1,420 1,420 1,342 1,343 1,320 852 236 170 170 170

地       方       債 5,702 8,213 8,828 4,902 5,257 5,193 3,818 2,854 2,854 2,854 2,577 2,577 2,577 2,577 2,577

そ       の       他 5,049 4,666 5,399 4,546 4,101 3,697 3,617 3,528 3,396 3,308 3,264 3,199 3,158 3,158 3,158

歳入合計 44,686 46,488 48,025 42,826 43,221 43,146 41,500 40,237 39,810 39,380 38,256 37,338 36,967 36,611 36,321

区　　分
第２次日光市総合計画　前期基本計画期間 第２次日光市総合計画　後期基本計画期間 第３次日光市総合計画　前期基本計画期間

【歳　出】 （単位：百万円）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

人 件 費 8,369 8,163 8,095 8,035 8,175 8,125 8,075 8,025 7,975 7,925 7,875 7,825 7,775 7,725 7,675

扶 助 費 6,979 7,013 6,838 6,882 6,925 6,899 6,872 6,845 6,819 6,793 6,754 6,717 6,679 6,641 6,604

公 債 費 4,956 5,067 5,265 5,689 5,840 6,082 6,261 6,286 6,094 5,856 5,641 5,502 5,337 4,879 4,528

物 件 費 6,591 6,760 6,907 6,870 6,865 6,745 6,705 6,735 6,695 6,655 6,605 6,565 6,525 6,485 6,445

繰 出 金 4,222 4,225 4,385 4,436 4,468 4,416 4,404 4,392 4,380 4,368 4,352 4,330 4,313 4,297 4,280

普 通 建 設 事 業 費 6,695 8,493 10,062 4,867 5,617 5,638 4,121 3,050 3,050 3,050 2,530 2,530 2,530 2,530 2,530

そ       の       他 5,085 5,136 5,300 5,124 4,812 4,782 4,692 4,666 4,647 4,627 4,458 4,444 4,429 4,415 4,401

歳 出 合 計 42,896 44,857 46,852 41,903 42,702 42,687 41,130 39,999 39,660 39,274 38,215 37,913 37,588 36,972 36,463

区　　分
第２次日光市総合計画　前期基本計画期間 第２次日光市総合計画　後期基本計画期間 第３次日光市総合計画　前期基本計画期間

【収支】 （単位：百万円）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

歳              入 44,686 46,488 48,025 42,826 43,221 43,146 41,500 40,237 39,810 39,380 38,256 37,338 36,967 36,611 36,321

歳              出 42,896 44,857 46,852 41,903 42,702 42,687 41,130 39,999 39,660 39,274 38,215 37,913 37,588 36,972 36,463

形    式   収   支 1,790 1,631 1,173 923 519 459 370 238 150 106 41 △ 575 △ 621 △ 361 △ 142

収 支 不 足 累 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 575 △ 1,196 △ 1,557 △ 1,699

区　　分
第２次日光市総合計画　前期基本計画期間 第２次日光市総合計画　後期基本計画期間 第３次日光市総合計画　前期基本計画期間

行政経営部財政課



日光市長期財政の収支見通しについて（平成３０年度～平成４２年度）【概要版】（その２）

（１）歳入の確保

① 徴収率・収納率の向上 ② 受益者負担の適正化

③ 未利用財産の処分及び利活用 ④ 新たな財源の確保

⑤ 財政調整基金の恒常的な取崩し抑制と

一定規模の残高の確保

（２）歳出の抑制

①職員人件費の抑制 ②経常経費の総額抑制

③補助金の整理合理化 ④特別会計繰出金の適正化

⑤市単独建設事業（インフラ整備）の総量圧縮 ⑥公共施設マネジメント計画の早期実現

⑦既存事業の廃止・統廃合を含めた整理 ⑧新規事業創設の際の財源確保

（既存事業の廃止・縮小、または新たな歳入

確保により実施）

（３）その他

①わかりやすい財政状況の提供 ②市債残高の圧縮

（償還元金ベースでのプライマリーバランス）

【年度別基金残高】 （単位：百万円）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

4,062 3,762 3,362 2,962 2,562 2,062 1,562 1,062 562 62 0 0 0 0 0

1,169 1,169 1,169 1,169 1,169 969 769 569 369 169 0 0 0 0 0

3,452 3,358 3,266 3,016 2,766 2,316 1,866 1,416 966 516 66 0 0 0 0

減債基金残高

合併振興基金残高

財政調整基金残高

区　　分
第２次日光市総合計画　前期基本計画期間 第２次日光市総合計画　後期基本計画期間 第３次日光市総合計画　前期基本計画期間

【年度別市債残高】 （単位：百万円）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

市債年度末残高 54,885 58,415 62,317 61,802 61,126 58,330 55,250 52,119 49,155 46,409 43,588 40,938 38,478 36,466 34,788

　うち臨財債 20,422 20,681 20,724 20,643 20,462 20,251 20,007 19,774 19,630 19,487 19,320 19,190 19,112 19,115 19,166

　うち合併特例債 19,870 22,304 26,321 26,251 25,183 22,934 20,602 18,277 16,089 14,159 12,332 10,655 9,146 7,866 6,772

　うち通常債 14,593 15,430 15,272 14,908 15,481 15,145 14,641 14,068 13,436 12,763 11,936 11,093 10,220 9,485 8,850

区　　分
第２次日光市総合計画　前期基本計画期間 第２次日光市総合計画　後期基本計画期間 第３次日光市総合計画　前期基本計画期間
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